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【要旨】 

氾濫原再生適地抽出手法の開発に関連して、標高と勾配から氾濫原指標種であるイシガイ類の流程分布評価モ

デルを構築した。また、冠水頻度を説明変数としたイシガイ類の生息可能性を示す回帰モデルの適用範囲を検証

した。また、既存データセットを用いた簡易な氾濫原再生適地抽出手法を開発し、その精度を検証により確かめ

た。氾濫原再生に係る掘削技術の提案に関連して、掘削高さと掘削後の土砂堆積との関係を検討し、掘削後に再

生したイシガイ類生息環境の時間経過に伴う機能低下について議論した。さらに、本研究全体に関わる課題とし

て、セグメント 2-2と 2-1それぞれについて、明治期と現在の氾濫原水域の特性や分布を比較した。 

キーワード：氾濫原生態系、自然再生、河道掘削、高水敷切下げ、低水路拡幅、 

 

 

1．はじめに 

 河川氾濫原は物質循環や生物多様性にとって非常

に重要な場である 1)。我が国の直轄河川区間は、主

に河川中下流部に位置しており、かつて広大な氾濫

原を有していた。しかし、現在、河川氾濫原は堤外

地（河道内）に制限されている。また、土砂量・流

量レジームの変化に伴い、氾濫原生態系は質的にも

劣化が進行している 2)。それゆえ、河川中下流部に

おける氾濫原の保全や再生は希求の課題であり、治

水対策と整合する現実的な対策や保全・再生手法の

開発が求められている。 

多くの直轄河川では、河床低下に由来する陸域の

固定化と樹林化による流下能力の低下が大きな問題

となっている。流下能力を確保するための対策案は

いくつか考えられるが、氾濫原環境の整備につなが

り、かつ事業者も実施しやすい手法として、河道掘

削（高水敷の切下げや低水路の拡幅）を挙げること

ができる。本課題では、①再生すべき氾濫原を有す

る河川および区間を抽出する技術を開発するととも

に、②氾濫原の再生に資する河道掘削の方法を提案

し、③個別河川への適用と手法の改善を行うことを

目的とする。 

平成 24年度は、再生すべき河川区間の抽出技術の

開発（①）に関連して、標高と勾配を使った氾濫原

指標種イシガイ類の流程分布評価モデルの構築を試

みた。また、これまでの木曽川における検討からイ

シガイ類の生息予測因子として重要であることが分

かっている冠水頻度について、異なる河床形態の河

川でも、冠水頻度のみを用いた評価が可能であるか

検討した。さらに、氾濫原再生適正地の抽出手法を

提示し、精度の検討を行った。河道掘削の方法（②）

については、過去約 10年にわたり様々な高さで掘削

（盤下げ）が行われている揖斐川において、土砂堆

積の状況を時系列で比較・検討し、イシガイ類の生

息場から見た氾濫原環境の変化について考察した。

また、本研究全体に関わる課題として、明治期に作

成された地形図を基に、過去と現在の氾濫原水域の

特性および関連性の把握を試みた。 

 

2．研究方法 

2．1 再生すべき河川区間の抽出技術の開発（①） 

2．1．1 標高と勾配に着目したイシガイ類の流程

分布評価モデルの構築 

水辺の国勢調査による最新（平成 24年 12月現在）

の魚類調査データと底生動物調査データを用いて、

全調査地点の座標（位置）と、各調査地点における

3分類群（イシガイ類、タナゴ類、両者のいずれか）

の生息有無をGIS上で整理した。また、直轄河川区

間をすべて含むエリアについて、標高（DEM）およ

び勾配のラスタデータを整備した。 

3 分類群の生息予測モデルを構築するため、目的

変数に 3分類群の生息有無を、説明変数に調査地点

近隣の河道標高および河道勾配を用いたロジスティ

ック回帰分析を行った。その際、どの空間スケール

で定量化された説明変数がモデルの予測精度を最も

高めるか検討するため、調査点からの距離を 7段階
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（バッファー半径：50、100、250、500、1000、2500、

5000ｍ）に変化させて説明変数を算出し解析に用い

た。はじめに、3 分類群それぞれについて、空間ス

ケール毎に単変量ロジスティック回帰分析を行い、

標高と勾配の有意性を検討した。続いて、標高と勾

配の両者が有意な説明力を持った場合に関しては、

両者を説明変量に入れた多変量ロジスティック回帰

分析を行った。これらのモデルの AICを比較するこ

とにより、各分類群の各空間スケールにおけるベス

トモデルを選定した。また、すべてのモデルの予測

能力を比較するための指標として AUCを求めた。 

 

2．1．2 河床形態が異なる河川のイシガイ類生息

水域と冠水頻度の関係 

 本検討では、木曽川水系木曽川の中下流部（26.2kp

－41kpの約 15km区間）および淀川水系木津川の中

下流部（淀川合流点 0kmから 37kmの区間）の氾濫

原水域（ワンド・たまり）を対象とした（図 1）。木

曽川の調査区間は、河床勾配が約 4000分の 1で、河

床低下が著しく進行し、かつての砂州が固定化して

樹林に覆われ、複断面化（水域と陸域の二極化）が

生じている（図 1a）。一方、比較対象とした木津川

の河床勾配は約 1100分の 1で、河床形態は単列から

複列の砂州河道であり（図 1b）、木曽川のような顕

著な複断面化は生じていない。 

 

 各河川の調査区間に形成された氾濫原水域におい

て、イシガイ類の生息の有無を調査した。また、そ

れらの水域の位置情報について GPS を用いて取得

した。既存データとして、調査区間内の 1m メッシ

ュ DEM（標高）、調査区間およびその上下流に位置

する水位観測所の過去 10 年間（1991～2000 年）の

水位データを収集、整理した。水位データから、各

観測所における水位標高と水位の超過回数との関係

をグラフ化し（以下、水位超過曲線）、描かれた 2

つの観測所の水位超過曲線から機械的に内挿処理を

施し、任意の断面における水位超過曲線を生成した。

これにより、各調査水域の水位超過回数（冠水頻度）

を整理した。また、木津川については、空中写真か

ら、各水域周辺の植生（樹木、草本）の有無を判読

した。このとき、水域を取り囲むように植生が成立

している場合を「植生有り」、水域の周囲の一部でも

植生を欠いている場合は「植生なし」とした。 

木曽川に関しては、目的変数をイシガイ類の有無、

説明変数を冠水頻度として単変量のロジスティック

回帰モデルを構築し、そのモデルの統計的な有意性

を尤度比検定（カイ二乗）によって確かめた。木津

川に関しても、木曽川と同様の解析を行い、同じ変

量によってイシガイ類の有無が説明可能であるか検

討した。また、木津川については、説明変数に「植

生の有無」を加え、多重ロジスティック回帰モデル

を構築し、その予測性についても検討した。 

 

2．1．3 河道内氾濫原における再生適正地の抽出

手法 

 ここでは、木曽川をモデルとして開発した氾濫原

再生適正地の抽出方法をプロセスに沿って順に記述

し、その精度の検証については結果で述べる。 

(1)抽出手法のフロー 

本手法では、まずイシガイ類の生息制限要因を取

り込んだロジスティック回帰モデルに基づく生息可

能性評価（回帰モデル評価マップ）と、ワンド・た

まりの平面的な分布に基づく評価（氾濫原水域マッ

プ）を、河道内に面的に展開し統合することでイシ

ガイ類の生息ポテンシャル評価マップを作成する

（図 2）。この評価に基づき、氾濫原の再生適正地の

抽出を行う。なお、例示する木曽川では、イシガイ

類の生息制限要因として冠水頻度が選ばれる（3.1.2

参照）。 

図 1．木曽川（a）と木津川（b）の景観． 

 

図 2．氾濫原再生適地の抽出フロー． 
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(2)基礎データの収集整理 

提案する評価手法は、全国河川への適用を前提と

したものであるため、使用するデータは、全国の直

轄河川において一般的に利用可能なものとした。 

①水位観測所日水位データ 

対象河川のセグメント２区間に含まれる水位観

測所およびセグメント２区間の上下流端を包括す

る水位観測所の 10年間の日水位観測値を収集し、

標高値に変換する。木曽川の検討では、2002年か

ら 2011 年の笠松観測所と起観測所のデータを使

用した。 

②河川定期横断測量、距離票の基準点測量成果 

対象河川のセグメント２区間に含まれる横断測

量成果を収集する。横断測量成果は、200m 間隔

測線を基本とし、橋梁、堰等の横断工作物の断面

を除いた LHデータを対象とする。LHデータを公

共座標に変換するための距離票基準点測量成果を

併せて収集する。測量実施年は、可能な限り③で

収集する河川環境情報図GISデータと同時期のも

のとする。 

③河川環境情報図（河川環境基図）GISデータ 

河川環境基図データに含まれる水域 SHP デー

タを活用する。本データは、空中写真判読により

開放水面がトレースされている。 

(3)水位超過回数曲線の作成 

生息確率モデルを使用するためには、評価対象地

点における冠水頻度が与えられなければならない。

本手法では、河道内の任意の地点における冠水頻度

を算定するために、水位観測所の水位変動特性を縦

断的に線形内挿し、任意の地点の冠水頻度を算定す

る簡易な手法を開発した（図 3）。 

まず、ある水位観測所における水位変動特性につ

いて、日水位データを基に、「水位―その水位を超過

して再度下回る回数」の関係を整理する（図 3）。こ

の関係を「水位超過回数曲線」と定義する。水位超

過曲線は、一定期間内にある高さを超える出水が何

回あるかを示すものである。 

(4)任意の地点における冠水頻度の算出 

水位観測所において作成した 2地点以上の水位超

過曲線について、縦断的な距離に基づいた内挿を行

って、任意の河川断面における水位超過曲線を生成

する（図 3）。この内挿では、2地点の水位観測所の

間の水位変動は、2 地点の水位の線形内挿で表現さ

れるという仮定をおく。線形内挿による水位の再現

は厳密には正確ではないが、簡易な補完手法として

あえて採用している。これにより、2 地点の水位観

測所間の任意の断面における水位超過回数曲線を求

めることができ、そこから任意の高さの冠水頻度（水

位超過回数）が得られる（図 3）。また、横断測量成

果の LH データに、距離票の基準点成果（公共座標

によるXY座標）を適用してXYZデータに変換し、

当該断面における水位超過回数曲線に標高Zを代入

して、横断測線上の冠水頻度 n(回/年)を求める（図 3）。

このようにして求められた、木曽川 34～40kpにおけ

る冠水頻度の空間分布は図 4の通りである。 

 

(5)冠水頻度マップの作成 

河川横断測量成果に基づく冠水頻度の空間分布を

面的に展開した冠水頻度マップを作成する。面的に

展開する際の表現については、様々な形式が考えら

れる。本手法では、見易さやデータ処理のしやすさ

等を考慮して、タイルポリゴンを用いることとし、

図 3. 2 つの水位観測所における日水位と横断測量デー

タを用いた任意の断面における冠水頻度の作成フロー 

水位超過曲線 

図 4. 水位超過回数曲線と横断測量成果より求めた冠水

頻度（水位超過回数／年） 
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タイルの空間スケールは試行錯誤の結果、50mとし

た。 

データの加工手順は以下のとおりである。まず、

横断測量成果の冠水頻度点データを SHP データと

して GIS上に整備し、TINデータに変換、10mメッ

シュラスターデータに変換した後、別途発生させた

50mメッシュタイルポリゴンにゾーン統計処理によ

って冠水頻度の値を与えた。具体的には、50mメッ

シュの中で最も冠水頻度が高い地点の値を採用した

（図 5）。 

 

(6)回帰モデルの評価値に基づく 3段階評価 

イシガイ類は、実際には水域がなければ生息し得

ないが、構築されたロジスティック回帰モデルは水

域の有無を無視した形で、含まれる説明変数のみか

らその生息可能性を確率として評価する。しかしな

がら、このモデル評価値は 0から 1の間の値をとる

ので、そのままでは判断基準として使いづらいこと

から、高・中・低の 3段階評価に変換した。ロジス

ティック回帰モデル構築時の入力データを参照した

結果、モデル評価値 15%から 75%の間では、同じ冠

水頻度であっても生息している箇所と生息していな

い箇所が確認されたため、モデル評価値 15%未満を

「低」、15%から 75%を「中」、75%以上を「高」と

設定した。 

(7)氾濫原水域の有無評価 

河道内におけるワンド・たまり等の氾濫原水域の

有無を河川環境基図の水域 SHP データから抽出す

る。冠水頻度マップと同様の 50mメッシュタイルポ

リゴンと水域 SHPデータとの重ね合わせにより、氾

濫原水域を含むメッシュを機械的に抽出する。 

(8)総合評価（生息ポテンシャル評価） 

回帰モデルの評価値に基づく 3段階評価と氾濫原

水域の有無の組み合わせによって、6 通りの評価区

分を有する総合評価マップ（生息ポテンシャル評価

マップ）が作成される（図 6）。以上の手法は、(2)

に示す基礎データが整備されている河川であれば、

全く同じ手順での適用が可能である。 

この総合評価マップを活用して氾濫原再生適正地

を判別する例を図 7に示した。再生適正地としては、

効率的な再生という観点から、B（モデル評価値：

中、水域：有）、A’（モデル評価値：高、水域：無）、

B’（モデル評価値：中、水域：無）が選ばれる。B

では、モデル評価値をより高めるため、水域周辺の

盤下げを実施する（冠水頻度を高める）ことにより

再生が可能となるエリアである。A’はモデル評価値

（冠水頻度）が高いので、水域を造成することで再

生可能である。B’は、盤下げにより冠水頻度を高め

るとともに、水域を造成することで再生可能となる

エリアである。水域もあり、モデル評価値も高い A

は保全エリアとして適しており、逆にモデル評価値

が低く水域もないエリアは、盤下げを強度に行わね

図 5. 面的に展開した冠水頻度（水位超過回数／年）マ

ップ 

図 6. イシガイ類の総合評価（生息ポテンシャル評価）

マップ 

図 7. 3 段階のモデル評価値と氾濫原水域の有無との組

み合わせからなる再生適正地に関する 6つの評価区分 
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ばならず効率的ではないので、再生には適していな

いと判断される。 

 

2．2 河道掘削の方法と提案（②） 

2．2．1 掘削跡地における土砂堆積とイシガイ類

生息環境との関係 

 岐阜県揖斐川の中下流部（Kp31-39）の左右岸に

は、異なる高さで掘削された高水敷（氾濫原）が分

布している（図 8）。それらのうち、渇水位～平水位

（平水以下）、平水位～豊水位（平水～豊水）、豊水

位以上（豊水以上）の高さで、2000～2002年および

2005～2007年に掘削された箇所を対象として、掘削

後に自然に形成されたワンドやたまりにおけるイシ

ガイ類の生息状況と水域周辺の標高を調べた。昨年

度の成果から、イシガイ類は平水以下の切り下げ面

において生息量が多かったが、約 10年経過した場所

（2000～2002年に切り下げられた場所）では、生息

量が低下している傾向にあった。これは、冠水頻度

の低下による水域環境の劣化が原因であると考えら

れたため、本年度は水域周辺の標高を調査し、切り

下げ面に堆積した土砂の厚みを比較・検討すること

とした。 

 

2．3 過去の氾濫原環境の特性把握（全体） 

2．3．1 明治期における氾濫原水域と現況水域と

の比較 

現在と過去における氾濫原水域と、過去の河道平

面形状の状況を理解することは、河川中下流部にお

ける氾濫原の保全や再生の目標像を議論する上で、

またこれらの水域の維持機構を理解する上で基礎的

な知見を与えるものである。 

我が国における地理情報のうち、現在の地形情報

と比較可能な精度をもって整備された最初期の情報

として、明治時代から整備された旧版地形図（関東

においては迅速図）が挙げられる。 

河道整備が十分に行われていなかった明治期の水

域と現在の水域を平面的な流路形状、水域の分布か

ら比較することを目的に、国内 11水系の直轄河川区

間について、明治期に整備された旧版地形図を収集

し、そのうち、ワンド・たまりに関する調査結果を

多く得られている木曽川水系及び淀川水系について、

水域の輪郭をトレースした SHPデータを作成し、現

在の水域形状との比較検討を踏まえた考察を行った。 

 

3．研究結果 

3．1 再生すべき河川区間の抽出技術の開発（①） 

3．1．1 標高と勾配に着目したイシガイ類の流程

分布評価モデルの構築 

標高の単回帰モデル 

3 つの分類群（イシガイ類、タナゴ類、両者の

いずれか）の生息・非生息は、すべての空間スケ

ールにおいて、標高によって有意に説明された

（p<0.05、表 1）。イシガイ類と両者（どちらか

が生息）に関して、異なる空間スケールで作成さ

れたモデルの AUCは空間スケールが大きくなる

とともに増加し説明力が向上した（表 1）。 

勾配の単回帰モデル 

イシガイ類の生息・非生息は、2500ｍ以上の比

較的大きな空間スケールにおいて、勾配によって

有意に説明された（p<0.05、表 1）。タナゴ類の

生息・非生息は、1000ｍおよび 2500ｍの比較的

大きな空間スケールにおいて、勾配により有意に

説明された（p<0.01、表 1）。両者のいずれかの

図 8. 揖斐川の高水敷掘削の実施年と掘削高さ 

表 1. 各分類群に対して行った異なる空間スケール

におけるモデル結果のサマリー．太字は統計的有意

性を示したモデルを、斜体は各ケースにおけるベス

トモデルを示す． 
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生息・非生息は、1000ｍ以上の比較的大きな空間

スケールにおいて勾配により有意に説明された

（p<0.01、表 1）。3分類群すべてに関して、異な

る空間スケールで作成されたモデルの AUCは空

間スケールが大きくなるとともに増加し説明力

が向上した（表 1）。 

 

標高・勾配の多変量回帰モデル 

どの分類群のどの空間スケールにおいても標

高と勾配間で有意な相関は見られなかったこと

から、多変量回帰モデルにおいて説明変数の共線

性の問題は生じなかった。標高および勾配の両者

が分類群の生息・非生息を有意に説明した空間ス

ケールに関して、多変量ロジスティック回帰分析

を行った。その結果、2500ｍのタナゴ類および両

者（どちらかが生息）に関してのみ、標高と勾配

をどちらも含むベストモデルが統計的有意性と

ともに選択された。それ以外のケースに関しては、

標高のみがベストモデルに残った。また、タナゴ

類および両者（どちらかが生息）のそれぞれにつ

いて、異なる空間スケールにおいて統計的有意性

を呈したベストモデルを比較すると、AUC は前

述の 2500ｍスケールで作成された多変量回帰モ

デルでもっとも高かった（表 1）。 

 

以上の結果から、イシガイ類の生息有無を予想

する上では、標高・勾配の両者に関して、空間ス

ケールを大きく設定した場合に、より高い説明力

を示すことが分かった。多変量モデルでは、標高

のみが説明変数としてベストモデルに残存した

ため、特にAUCが最も高い 5000ｍスケールにお

いて算出された区間平均標高値のみを使って予

測することがもっとも効率的で信頼性が高いと

判断された。ただし、モデルの計算結果を見ると、

devianceが基準値より小さく、モデルの当てはま

りがあまり良くないことが示唆された。これは、

イシガイ類に関しては、生息している地点数が非

生息の地点数に比較して相対的に小さいことが

原因となっている。この点に関して、タナゴ類と

両者（どちらかが生息）を目的変数にしたモデル

は、どのケースにおいても deviance が基準値に

対して平常値をとっており、モデルの当てはまり

が高くイシガイ類を対象にしたモデルに対して

相対的に信頼性が高いことが示唆された。 

タナゴ類と両者（どちらかが生息）を目的変数

にした単回帰モデルに関しても、イシガイ類と同

様に、標高・勾配の両者に関して（タナゴ類の標

高は除く）、空間スケールを大きく設定して算出

された値がより高い説明力を有した。多変量モデ

ルの解析結果からは、空間スケール 2500ｍにお

いて標高および勾配の両者を取り込んだ場合に、

もっとも効率的で信頼性が高いと判断された。 

以上のことから、より信頼性の高い予測モデル

を必要とする場合、『タナゴ類の生息あるいは両

者のどちらかの生息が確認された箇所はイシガ

イ類が生息する』と仮定して、タナゴ類あるいは

両者を目的変数として扱ったモデルを重要視す

ることが一つの選択肢となり得る。そのとき、対

象地点に対して 2500ｍ半径のバッファーでカバ

ーされる程度の河川区間に対して平均標高およ

び勾配を算出しモデル式に投入すれば、イシガイ

類の潜在生息確率は求まる。ただし、どのモデル

も予測能力が 0.6程度と比較的低いので、この点

に注意する必要がある。推奨される予測モデルの

パラメタを表 2に示す。 

 

3．1．2 河床形態が異なる河川のイシガイ類生息

水域と冠水頻度の関係 

木曽川では、イシガイ類の生息有無は冠水頻度の

みによって有意に説明された（表 3）（P<0.001、ベ

ストモデル：AIC=27.6、null モデル：AIC=62.633）。

イシガイ類の生息確率は、冠水頻度が高いほど高ま

る正の関係にあった（表 3）。一方、木津川について

は、イシガイ類の生息有無を冠水頻度のみによって

説明できなかった（表 3）（P=0.72、モデル：

AIC=142.3、nullモデル：AIC=140.4）。しかし、木津

川では、多重ロジスティック回帰の結果から、冠水

頻度と植生の有無を両方持つベストモデルが選択さ

表 2. 各分類群に対して推奨される生息予測ロジス

ティックモデルのパラメタ． 

表 3. 木曽川と木津川におけるイシガイ類の生息予

測ロジスティックモデルのパラメタ． 
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れ（AIC=109.0）、冠水頻度のみのモデル（AIC=142.3）

に比べて予測精度の大幅な改善が見られると同時に、

統計的な有意性も確認された（P<0.001）（表 3）。両

変数ともにイシガイ類の生息と正の関係にあり、冠

水頻度が大きく、かつ、周辺植生が存在する水域で

生息確率が高まることが示された（表 3）。 

 

 以上の結果は、木津川においては、冠水頻度のみ

ではイシガイ類生息を予測できないこと、しかしな

がら、冠水頻度に加えて、水域周辺の植生の有無を

モデルに組み込むことで、ある程度予測が可能にな

ることを示している。また、木津川における予測モ

デルは、冠水頻度が高い、つまり水面からの比高が

小さい地盤面に存在するが、周辺植生が存在できる

程度に物理的に安定した立地の水域にイシガイ類が

生息するということを示している。 

木曽川では、勾配も緩く、氾濫原陸域は樹林に覆

われているため、頻繁に冠水する低い地盤面に存在

する水域でも、増水時に強い物理的攪乱（掃流力）

を受けにくい。そのため、冠水頻度さえ高ければイ

シガイ類が生息できるという単純なモデルで予測可

能であったと考えられる。しかし、木津川では、低

い地盤面に存在する多くの水域は、砂州に隣接する

といった立地条件のため、冠水頻度が高いと同時に、

大きな増水時には強い攪乱を受ける。イシガイ類は

強い物理的攪乱を受ける場所では定着できない。そ

のため、木津川では冠水頻度だけでイシガイ類の生

息有無を説明しきれなかったと考えられる。しかし、

低い地盤面に存在する水域であっても、例えば河道

の屈曲部内側などのように、植生が成立できる程度

に増水時の攪乱を緩和できる平面的立地条件にある

場合、イシガイ類が生息できたものと考えられる。 

今回、調査対象とした木曽川の区間においても、

1970～1980年頃は、現在の木津川と同様の砂州河道

が卓越していた。そのため、勾配によって、冠水頻

度のみを氾濫原水域環境の評価指標とするか、周辺

植生の有無を評価指標に加えるべきかを決定するの

は適切ではない。河川景観から捉えることのできる

河床形態を加味することによって、評価指標を選択

すべきと考える。ただし、木曽川のように河床勾配

の緩やかな砂州河道と木津川程度の相対的に急な勾

配を持つ砂州河道を同様に扱ってよいか定かではな

く、今後の課題である。 

 

3．1．3 河道内氾濫原における再生適正地の抽出

手法 

氾濫原再生適正地評価手法の精度を検証するため、

イシガイ類の生息を実際に調査した 62 箇所の水域

について、評価の確認を行った。水域の評価を確認

する際に、1 箇所の水域が複数のタイルにまたがる

ことがあることから、水域がまたがる複数のタイル

の評価値の最頻値をその水域の評価として採用した。 

62箇所の生息調査水域のうち、生息確率が高いと

評価された水域は 53箇所、中程度と評価された水域

は 7箇所、低いと評価された水域は 2箇所であり、

当該区間の氾濫原水域は全体的に生息確率が高いと

評価された（表 4）。しかしながら、現地には水域が

存在するにも関わらず、氾濫原水域が無いと判定さ

れた箇所が 62箇所中 18箇所みられた（表 4）。これ

は、氾濫原水域の有無判定に用いた河川環境基図の

水域 SHP データに必ずしも全ての水域が記載され

ていないためである。 

62箇所中、イシガイ類の生息が実際に確認されて

いるのは 22 箇所あり、うち 20 箇所（91%）は生息

確率が高いと評価された地点であったことから、本

手法の妥当性が示された（表 4）。また、氾濫原水域

の有無判定で見逃された 18箇所の水域うち、実際に

生息していたのは 1箇所のみであった（表 4）。これ

は、イシガイ類が生息する重要な水域については、

ほぼ見落としがないことを示している。このことか

ら、いくつかの水域を見落とす河川環境基図の水域

SHPデータではあるが、イシガイ類を指標とした環

境評価を行なう上では、その使用に支障がないと判

断できる。河川環境基図で見逃された 18箇所の水域

は、いずれも小規模な水域であり、空中写真から判

読不能だったと考えられる。また、それらの水域は

小規模過ぎるために、イシガイ類の生息には不適で

あったと考えられる。 

 

表 4. イシガイ類の生息調査を実施した水域の生息

確率 3段階評価の内訳と河川環境基図上での水域有

無判定の内訳。括弧内は、生息調査によって、実際

にイシガイ類の生息が確認された水域数を示す. 
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本評価手法は，氾濫原環境の指標種であるイシガ

イ類の河道内分布評価を、河川管理者が保有する既

存のデータに基づいて、可能な限り簡易に行うこと

を目的として手法の提案を行った。精度検証の結果、

木曽川下流域におけるイシガイ類の生息状況を帰納

的に説明できることが確認された。本手法の情報処

理手順は、全国の直轄河川及び同様の基礎データを

備える都道府県管理河川に適用可能であり、有用性

は高い。しかしながら、3.1.2に示したとおり、イシ

ガイ類の生息確率を冠水頻度のみで説明するモデル

の適用範囲については十分検討されなくてはならな

い。また、生息確率モデルに新たな変数情報が必要

とされた場合、それを面的に展開する手法について

も検討が必要である。 

  

3．2 河道掘削の方法と提案（②） 

3．2．1 掘削跡地における土砂堆積とイシガイ類

生息環境との関係 

 掘削面の初期設定高さから 2012年 12月までに堆

積した土砂の厚みは、平水以下もしくは平水～豊水

の掘削面において大きかった（約 0.4～1.0mの堆積）

（図 9）。これは、豊水以上の掘削面に比べて低い掘

削面では、冠水する機会が多いこと、また規模の大

きな出水ほど冠水した時の水深が大きくなり、掘削

面に持ち込まれる土砂量が多くなるためと考えられ

る。 

 調査対象とした河川区間では、0.5mの比高の増大

は、概ね低水位レベル（年 275日冠水）から豊水位

（約 95日冠水）以上のレベルになることに相当する。

つまり、平水位以下の高さで掘削された場所であっ

ても、豊水位またはそれ以上の高さに水域周辺の標

高が高まっており、それだけ水域の冠水頻度が低下

していることが予想される。昨年度の成果である、

「掘削から時間が経過するとイシガイ類の生息量が

低下する傾向」は、ここに示した土砂堆積による冠

水頻度の低下が影響しているものと考えられる。 

 

3．3 過去の氾濫原環境の特性把握（全体） 

3．3．1 明治期における氾濫原水域と現況水域と

の比較 

現在、イシガイ類の生息が確認されているワン

ド・たまりが分布する木曽川玉ノ井地区（セグメン

ト 2-2）における明治期の河道と現況河道を示す（図

10）。木曽川は明治の時点で連続堤の築堤がかなり進

んでおり、氾濫原の開発が行われ、農地として利用

されている（図 10）。本川河道には大きな変化がみ

られないが。かつて広大な砂礫河原であった範囲に、

現在のワンド・たまりが分布していることが確認さ

れる。 

木曽川玉ノ井地区と同様セグメント 2-2 であって、

現在イシガイ類の生息が確認されている淀川下流部

に着目すると（図 11）、木曽川とは対照的に、明治

時点では連続堤の築堤が途上であり、未開発の広大

な氾濫原が確認され、後背湿地には本川河道との連

絡が失われていない水域も多数確認される。このよ

うに、現在は堤間の堤外地に限られている氾濫原的

な環境は、かつては本川河道と連絡する氾濫原水域

との関係で成立していたものであり、木曽川につい

ては明治時代において既に、淀川については明治以

降現在までに、その連絡が失われたと考えられる。 

一方、セグメント 2-1 の例として、淀川水系木津

川を示す（図 12）。当該区間は、現在、河道内にた

まりが分布し、イシガイ類の生息が確認されている。

しかし、明治時代の河道は澪筋が広く、氾濫域には

ワンドやたまりのような水域は認められない。木津

川は本来、河道内の流路変動が盛んな砂州河道であ

り、イシガイ類の生息に適した水域は存在しえなか

ったと考えられる。明治期と現在の澪筋の幅を比較

すると、現在の流路は河床低下の末、澪筋が狭く固

定化された結果であることが間接的に理解される。

つまり、過去数十年の間に進行した河床低下に伴う

氾濫域の攪乱の低下が、結果としてイシガイ類の生

息場を木津川のこの区間にも生み出した可能性が指

摘される。 

現時点ではこれらの情報を用いた定量的な検討を

行うには至っていないが、今後も代表的な水系につ

いて検討を行い、現在の河道内氾濫原の由来につい

て類型化を進めていく計画である。 

図 9. 異なる高さの掘削面における土砂堆積状況 



8.5 河川地形改変に伴う氾濫原環境の再生手法に関する研究 

4．まとめ 

本年度（平成 24年度）は、再生すべき河川区間の

抽出技術の開発に関連して、標高と勾配を使った氾

濫原指標種イシガイ類の流程分布評価モデルの構築

を試みるとともに、異なる河床形態の河川間でイシ

ガイ類の生息予測因子としての冠水頻度の有効性に

ついて検証し、さらに、氾濫原再生適正地の抽出手

法を提示し、精度の検討を行った。また、河道掘削

の方法に関連して、様々な高さの掘削（盤下げ）面

における、土砂堆積の状況を時系列で比較・検討し、

イシガイ類の生息場から見た氾濫原環境の変化につ

いて考察した。さらに、本研究全体に関わる課題と

して、明治期に作成された地形図を基に、過去と現

在の氾濫原水域の特性および関連性の把握を試みた。

その結果、以下のことが分かった。 

 

1）イシガイ類の生息有無を標高と勾配で説明する場

合、『タナゴ類の生息あるいは両者（イシガイ類と

タナゴ類）のどちらかの生息が確認された箇所は

イシガイ類が生息する』と仮定して、タナゴ類あ

るいは両者を目的変数、2500mバッファーに含ま

れる河道区間の標高と勾配を説明変数に採用した

モデルが適している。 

2）河床低下が進行し、陸域が樹林化した河川区間で

は、氾濫原水域の冠水頻度がイシガイ類の生息を

説明するパラメタとなるが、河道内の流路変動が

盛んな砂州河道では、冠水頻度に加えて水域周辺

の植生の有無をパラメタとして加えることが必要

である。 

3) 木曽川をモデルとして開発した氾濫原再生適正

地の抽出手法の精度は高く、同様のデータセット

が確保できれば他の河川にも適用可能である。イ

シガイ類の生息可能性を示すロジスティック回帰

モデルに新たなパラメタが必要となる場合におい

ても、モデルを入れ替えることで適用可能である。

ただし、新たなパラメタを評価単位であるタイル

ポリゴンに反映させるGIS上の技術については新

たに検討が必要になる。 

4) 平水位以下、もしくは平水位～豊水位で掘削され

た場所で、その後の土砂堆積が多く、冠水頻度の

低下を招き、イシガイ類の生息に負の影響を与え

ている可能性がある。 

5) 連続堤の整備が途上であった明治期のセグメン

ト 2-2 は、本川河道に連絡する氾濫原水域が多数

存在したが、現在は断たれている。また、セグメ

ント 2-1 では、明治期にはイシガイ類が生息し得

る水域が存在せず、その後の河床低下と澪筋の固

定化の結果として、現在生息可能な水域が形成さ

れていると推定される。 

 

図 10. 木曽川玉ノ井地区の明治期の水域（赤）と現況（青） 

図 11. 淀川下流部の明治期の水域（赤）と現況（青） 

図 12. 木津川下流部の明治期の水域（赤）と現況（青） 



8.5 河川地形改変に伴う氾濫原環境の再生手法に関する研究 

今後は、開発した氾濫原再生適正地の抽出手法を

より多くの河川で検証し、必要に応じて精度を高め

る改善を行うことが必要である。また、河道掘削の

手法に関連して、氾濫原再生の際に必要となる、水

域の量や形状、効果的な平面配置について検討する

必要がある。さらに、過去と現在の氾濫原水域を類

型化し、その比較を定量的に実施する必要がある。 
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Abstract: We constructed the model using altitude and gradient as independent variables to evaluate 

longitudinal distribution of Unionoid mussel, an indicator species of floodplain ecosystem, in a river system. 

We also examined the range in application of probability model to evaluate presence/absence of Unionoid 

mussel, formulated the method using existing data sets for detecting sites suitable for floodplain restoration, 

and confirmed the accuracy of the method. In addition, we examined the relationship between the cut-down 

height of floodplain and the sediment accumulation after the cut-down manipulation and thereby discussed 

the deterioration of mussel habitat restored by cut-down manipulation. Moreover, we compared the present 

and the past (Meiji era) states of floodplain water bodies in each of lowland segment and alluvial-fan 

segment. 

 

Key words: floodplain ecosystem, cut-down of floodplain, channel expansion, restoration 

 


